
 

 

 
労働基準法（抜粋） 
（男女同一賃金の原則） 
第  4条 使用者は労働者が女性であることを理由として賃金について男性と差別的取り                 
         扱いをしてはならない。 

   （解雇制限） 
第１９条 使用者は労働者が業務上負傷し、または疾病にかかり療養のために休業する   
         期間およびその後３０日間ならびに産前産後の女性が第６５条の規定によ 
         って休業する期間およびその後３０日間は解雇してはならない 

     （解雇の予告） 
 第 20条 使用者は労働者を解雇しようとする場合においては、少なくとも３０日前に     

   その予告をしなければならない。 
   ３０日前に予告をしない使用者は、３０日分以上の平均賃金を支払わなけれ      
   ばならない。ただし天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が     
   不可能となった場合、または労働者の責に帰すべき事由に基づいて解雇する     
   場合は、この限りでない。 

第21条 ２０条を適用しない労働者 
① 日々雇い入れられるも者（１ヶ月を超えた場合は適用） 
② ２ヶ月以内の期間を定めて使用される者 
③ 季節的業務に４ヶ月以内の期間を定めて使用される者  
（②③とも所定の期間を超えて引き続いて使用した場合は適用） 

④ 試の使用期間中の者（１４日を超えて引き続き使用した場合は適用）         
 賃金 
   （賃金の支払） 
    第２４条  ①賃金は，通貨で直接労働者にその全額を支払わなければならない  

 ②賃金は、毎月１回以上、一定の期日を定めて支払わなければならない 
    （非常時払） 

第２５条 使用者は、労働者が出産、疾病、災害その他命令で定める非常の場合      
の費用に充てるために請求する場合においては支払期日前であつても       
概往の労働に対する賃金を支払わなければならない。                    

     （休業手当） 
第２６条 使用者の責に帰すべき事由による休業の場合においては、使用者は休業 
          期間中当該労働者に、その平均賃金の１００分の６０以上の手当てを支 
          払わなければならない 

 
 



 

 

 （労働時間） 
第３２条 ①使用者は、労働者に、休憩時間を除き１週間に４０時間を超えて労働 
            させてはならない。  

②使用者は１週間の各日については、労働者に休憩時間を除き１日に 
ついて８時間を超えて労働させてはならない 

    （休憩） 
 第３４条 使用者は、労働時間が６時間を超える場合においては少なくとも４５分    

８時間を超える場合においては少なくとも１時間の休憩時間を労働時間     
の途中に与えなければならない。 

     （休日） 
      第３５条 使用者は労働者に対して、毎週少なくとも１回の休日を与えなければ 
               ならない 
    （時間外および休日の労働） 
      第３６条 使用者は当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある  
               場合においてはその労働組合、労働組合が無い場合においては、労働者 
               の過半数を代表する者との書面による協定をし、これを行政官庁に届 
               場合においては第３２条の労働時間、第３５条の休日に関する規定に 
               かかわらず、その協定で定めるところによって労働時間を延長し、休日 
               に労働させることが出来る。 
    (時間外、休日および深夜の割増賃金) 
      第３７条 ①使用者が労働時間を延長し、または休日に労働させた場合においては 
                 その時間、その日の労働については、通常の労働時間又は労働日の 
                 賃金の計算額の２割５分以上５割以下の範囲内でそれぞれ命令で定め      
                 る率以上の率で計算した割増賃金を支払わなければならない   
               ②前条の命令は、労働者の福祉、時間外又は休日の労働の動向その他の 
                 事情を考慮して定めるものとする。 
               ③使用者が午後１０時から午前５時まで（労働大臣が必要であると認 
                 める場合においては、その定める地域又は期間については午後１１時 
                 から午前６時まで）の間において労働させた場合については、その時  
                 間の労働については、通常の労働時間の賃金の計算額の２割 5分以上       
                 の率で計算した割増賃金を支払わなければならない。 

  ④ 割増賃金の基礎となる賃金には、家族手当、通勤手当その他命令で定       
     める賃金は算入しない 

      （年次有給休暇） 
第３９条 別紙 
 



 

 

労働基準法施行規則 
    第 19条 

割増賃金の基礎となる賃金の計算 
１．時間によって定められた賃金についてはその金額 
２．日によつて定められた賃金についてはその金額を一日の所定労働時間 
数（日によつて所定労働時間が異なる場合には一週間における所定労働

時間数）で除した金額 
３．週によって定められた賃金については、その金額を週における所定労      
    働時間数（週によつて所定労働時間数が異なる場合には 4週間におけ     
    る 1週平均所定労働時間数）で除した金額 
４．月によつて定められた賃金については、その金額を月における所定労 
    働時間数（月によつて所定労働時間が異なる場合には 1年間における  
    1月平均所定労働時間数）で除した金額 
５．月、週以外の一定の期間によつて定められた賃金については前各号に 
準じて算定した金額 

６．出来高払制その他の請負制によって定められた賃金については、その賃

金算定期間（賃金締切日がある場合には賃金締切期間、以下同じ）    
において出来高払制その他の請負制によって計算された賃金の総額を

当該賃金算定期間における総労働時間数で除した金額          
７．労働者の受ける賃金が前各号の 2以上の賃金によりなる場合には、その
部分について各号によってそれぞれ算定して金額の合計額 

         第 20条 
            深夜業の割増賃金 

１．深夜労働に対しては通常の賃金の 2割 5分以上の率で計算した割増賃金 
２．時間外労働が深夜時間帯に及んだ場合には 5割（時間外労働 2割 5分 
＋深夜労働 2割５分）以上 

３．休日労働が深夜時間帯に及んだ場合には６割（休日労働３割５分＋ 
深夜労働２割５分）以上 
 
 
労働基準法第３７条の命令で定める率とは 
＊時間外労働に対しては通常の賃金の２割５分以上 
＊休日労働については通常の賃金の３割５分以上 
の率で計算した割増賃金の支払いが必要 

 
 



 

 

   
 

 
 

 
 

 


